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国立大学法人横浜国立大学事業報告書 

 

「 Ⅰ  は じ め に 」  

横 浜 国 立 大 学 は 、 １ ８ ７ ４ 年 の 教 員 養 成 所 の 設 置 を 源 流 と し 、 神 奈 川 県 で 唯 一

の 国 立 大 学 と し て ６ ９ 年 の 歴 史 を も つ 。  

本 学 は 、 「 実 践 的 学 術 の 国 際 拠 点 」 と し て 、 先 進 的 ・ 実 践 的 な 「 知 」 の 発 見 並

び に 創 造 性 と 国 際 性 豊 か な 教 育 研 究 を 推 進 し て い る 。 ま た 、 法 人 化 に 際 し て 「 実

践 性 」 、 「 先 進 性 」 、 「 開 放 性 」 、 「 国 際 性 」 を ４ つ の 精 神 と し て 大 学 の 憲 章 に

掲 げ て い る 。  

第 ３ 期 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 期 間 の ３ 年 目 に 当 た る 平 成 ３ ０ 年 度 は 、 同 目 標 ・ 計

画 に 掲 げ た 業 務 運 営 及 び 教 育 研 究 等 の 達 成 を 目 指 し て 着 実 に 邁 進 し た 。  

業 務 運 営 面 で は 、伝 統 的 な 強 み と 特 色 に よ り 教 育 研 究 機 能 を 更 に 充 実・強 化 し 、

国 際 都 市 横 浜 発 の グ ロ ー バ ル な 貢 献 を 成 し 得 る 国 立 大 学 と し て 、そ の 責 務 を 一 層

果 た し て い く こ と を 目 指 し 、 教 育 研 究 機 能 を 更 に 充 実 ・ 強 化 し た 。  

教 育 面 で は 、 平 成 ３ ０ 年 度 よ り グ ロ ー バ ル ス タ デ ィ ズ 副 専 攻 （ 日 本 の 歴 史 ・ 文

化 ・ 社 会 の 理 解 を 土 台 と し 、 イ ン タ ラ ク テ ィ ブ な 学 修 活 動 や 海 外 で の 実 践 的 な 学

び を 通 し て 、 異 文 化 間 協 働 能 力 に 優 れ た 人 材 育 成 を 目 的 と す る プ ロ グ ラ ム ） を 開

始 し 、 世 界 事 情 科 目 を 担 当 す る 教 員 間 で 、 優 れ た 取 組 に つ い て 共 有 し 、 各 科 目 の

全 体 的 な 質 向 上 に 取 り 組 ん だ 。  

研 究 面 で は 、 先 端 科 学 高 等 研 究 院 に お い て 第 一 フ ェ ー ズ 活 動 結 果 の 評 価 を 踏 ま

え 、研 究 テ ー マ の 取 捨 選 択 及 び 追 加 を 行 い 、第 二 フ ェ ー ズ と し て ３ つ の 研 究 群 (サ

イ バ ー・ハ ー ド ウ ェ ア セ キ ュ リ テ ィ 研 究 群 、イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャ リ ス ク 研 究 群 、

社 会 価 値 イ ノ ベ ー シ ョ ン 研 究 群 ） と そ の 配 下 の ８ つ の 研 究 ユ ニ ッ ト に 再 編 し た 。  

社 会 連 携 他 の 面 で は 、 横 浜 ・ 神 奈 川 を フ ィ ー ル ド に 繋 が り あ う グ ロ ー バ ル ・ ロ

ー カ ル の 課 題 解 決 の 先 導 と 地 域 社 会 の 再 生 に 対 し て 貢 献 し 、こ れ ら の 諸 課 題 の 実

践 的 解 決 の た め 、 地 域 の 自 治 体 、 企 業 、 大 学 等 と 積 極 的 に 連 携 を 行 っ た 。  

 財 務 面 で は 、 新 た に 約 ８ ， ２ ０ ０ ㎡ の 留 学 生 ・ 外 国 人 研 究 者 等 宿 舎 （ 常 盤 台 イ

ン タ ー ナ シ ョ ナ ル レ ジ デ ン ス：常 盤 台 IR）の 建 設 を 、大 学 の 資 金 を 必 要 と し な い

民 間 資 金 を 活 用 し た 整 備 手 法 に よ り 平 成 ３ １ 年 ２ 月 に 完 了 し 、建 設 に か か る 経 費

を 抑 制 し た 。  

 

「Ⅱ 基本情報」 

１．目標 

横浜国立大学（YOKOHAMA National University : YNU）は、文明開化の発祥の地であり、

高度の産業が集積する横浜に生まれ育った都市型高等教育機関として、自由で高い自律性を

保つ堅実な学風の下、実践性・先進性・開放性・国際性を精神とする教育と研究により、社

会の中核となって活躍する多くの人材を育成し、社会を支える研究成果を発信して社会に貢

献してきた。 

２１世紀に入り、経済発展の軸がアジア中心にシフトするグローバル新時代を迎え、社会

制度、文化、宗教、習慣等の多様性が一層複雑化し、世界の持続的発展に障壁となる諸課題
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が顕在化してきている今、日本社会が直面する諸課題の解決に国際的視点から貢献するイノ

ベイティブな人材を育成し、世界に向けて新たな「知」を創造・発信することが求められて

いる。 

また、グローバル新時代の課題は同時にローカルな課題でもある。本学が立地する横浜・

神奈川地域にも産業構造の変化や大都市問題のほか、少子高齢化にともなう郊外住宅・団地

の荒廃、人口減少、水源・里山地域の衰退、火山・地震等の自然災害リスクの増大等の地域

的諸課題が押し寄せている。 

このような背景を踏まえ、本学の伝統的な強みと特色により教育研究機能を更に充実・強

化し、国際都市横浜発のグローバルな貢献を成し得る国立大学として、その責務を一層果た

していく。 

（研究） 

本学は「人々の福祉と社会の持続的発展に貢献する」ことを基本使命として、各専門領域

の研究を基盤として充実させるとともに、強みのある領域を中核に世界を先導する。 

また、多くの教員を従来の学部の枠を越えた研究院に所属させ、移りゆく社会のニーズを

捉えた機動性・学際性を有した柔軟な研究を行いうる組織体制を整備している。この研究組

織体制と人文系・社会系・理工系の分野が一つのキャンパスにある優位性により文理融合的

研究を積極的に推進し、分野を越えた結合等により複雑で多様化したグローバル新時代の諸

課題を解明し、将来社会のあり方を提示することで、様々な要素が集積する国際都市横浜の

地において実践的学術の国際拠点となることを目指す。 

（教育） 

専門性を基礎としつつ調和のとれた教育体系のもと、主体性と倫理性を養う豊かな教養教

育を行い、少人数教育と実践的教育の伝統的な強みを活かしてグローバル新時代に求められ

る多様な視点を有する広い専門性を持った実践的人材（学部）と高い応用力と発想力を有す

る高度専門職業人（大学院）の育成を推進する。また、アジアから多くの留学生が学び、留

学生比率が高いという本学の特色をさらに強化し、国際性が豊かで、共生社会の構築に貢献

する教育拠点を目指す。 

（地域貢献、社会貢献） 

ローカルな課題の真摯な追究がグローバルな課題の追究にも連関することを踏まえ、これ

らの諸課題の実践的解決のため、地域の自治体、企業、大学等と積極的に連携しながら、グ

ローバルな視座を有しローカルな課題に対応できる人材を育成するとともに、公共性ある国

立大学の責務として大学の知を広く社会に還元し、課題解決の一翼を担うことを目指す。 

（組織運営） 

本学の伝統的な強みと特色を十分に発揮し、ミッションを的確に実行するため、学長のリ

ーダーシップの下、全ての教職員がビジョンを共有して大学改革への主体的参画を高め、自

己変革により研究、教育、地域貢献、社会貢献の機能を最大化できるガバナンス体制を構築

するとともに、グローバル新時代の諸課題の解明に向けた実践的学術の国際拠点を目指すべ

く、資源の戦略的・機動的な活用による全学一体の大学改革を不断に実行する。 

 

２．業務内容 

（１）教育・学生支援 
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 教育学部、経済学部、経営学部、理工学部、都市科学部の５学部及び教育学研究科（修士課

程）、国際社会科学府（博士前期・後期課程）、理工学府（博士前期・後期課程）、環境情報

学府（博士前期・後期課程）、都市イノベーション学府（博士前期・後期課程）の５大学院に

て教育を行っている。 

 学士課程においては、『YNU イニシアティブ』を教育方針とし、これを具現化するためにカ

リキュラム・マップ及びカリキュラム・ツリーを作成して実践的な教育活動を行っている。修

士・博士課程においても『YNU イニシアティブ（大学院版）』により、本学大学院教育課程の

教育方針やシステムを広く社会に公表している。 

 更に、学内組織を横断した、リスク共生社会創造センター等の「センター組織」を複数設置

し、本学の特徴である文理融合的な教育にも力を入れている。 

 学生支援については、授業料免除や本学独自の奨学金等の経済的支援を積極的に行うほか、

YNU 学生ポートフォリオシステムの導入やコンタクト教員制度の導入等により学生の勉学意

欲を高め、教育成果の向上に資する様々な取組を行っている。 

 

（２）研究 

  研究者が所属する教育学部、国際社会科学研究院、工学研究院、環境情報研究院、都市イノ

ベーション研究院にて、学界の最先端の研究を行っている。研究活動への取組「YNU リサーチ

イニシアティブ」を掲げ、各研究組織においては、様々なプロジェクト制度を設け、先進的な

研究や複数の領域を融合した学際研究等を支援する仕組みを構築している。更に未来情報通

信医療社会基盤センター等の各研究組織の枠を越えた領域横断的な学際研究を行う「センタ

ー組織」を設け、学内及び外部の競争的資金を用いて、センターにおける研究の活性化に努め

ている。 

 

（３）社会連携・貢献 

 大学憲章にある４つの精神のうちの１つに「実践性」を掲げ、国際社会・国・地域・市民・

産業界のニーズに応える教育と研究を行い、２１世紀の知識基盤社会の中核として大学の社

会的使命を果たすことを目標としている。教育・研究・産学連携・社会貢献において、教職員・

学生が国際社会や地域社会と向き合いながら行動することにより、互いの能力を高めつつ、横

浜市等の地元自治体と連携協定を締結する等、連携強化に努めている。このほか、公的研究機

関や民間企業等と包括連携協定の締結や連携協議会開催により、企業との共同研究、人材交

流・育成、教育研究協力を推進している。 

 

（４）国際化 

 大学憲章にある４つの精神のうちの１つとして「国際性」を掲げ、世界に開かれた教育・教

育活動の一環として、海外の大学と学術交流協定を締結する等、各種の国際交流事業を活発に

行っている。また、これらの事業に対して、本学独自の奨学金等により様々な支援を行うため

「国際戦略推進機構」を中心として、国際戦略の企画立案、戦略的なグローバル人材の育成、

国際学術研究及び国際連携の推進、２１世紀知識基盤社会の発展に貢献し得る創造性に富み、

高い倫理観のもとに国際的視点から活躍できる指導的実践的な人材の育成に取り組んでい

る。 
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３．沿革 

明治 ９年 ４月 横浜師範学校 

  大正 ９年  １月 横浜高等工業学校 

  大正１２年１２月 横浜高等商業学校 

  昭和２４年 ５月 横浜国立大学 

  平成１６年 ４月  国立大学法人横浜国立大学 

 

４．設立根拠法 

 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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６．組織図 

教育学部 

経済学部 

経営学部 

理工学部 

都市科学部 

教育学研究科 

国際社会科学府・国際社会科学研究院 

理工学府・工学研究院 

環境情報学府・環境情報研究院 

都市イノベーション学府・都市イノベ

ーション研究院 

先端科学高等研究院 

附属図書館 

保健管理センター 

情報基盤センター 

機器分析評価センター 

高大接続・全学教育推進センター  

大学院教育強化推進センター  

男女共同参画推進センター 

国際教育センター 

未来情報通信医療社会基盤センター 

地域実践教育研究センター 

成長戦略研究センター 

リスク共生社会創造センター 

研究推進機構 

情報戦略推進機構 

国際戦略推進機構 

地域連携推進機構 

事務局 

 

 

７．所在地 

本部 神奈川県横浜市保土ケ谷区常盤台 

 

８．資本金の状況 

９７，４５３，９０４，６２０円（全額 政府出資） 

 対前年度減少額：△４０，７５０，０００円 

 減少理由：附属横浜小学校器具庫の土地（３６５．６１㎡）の譲渡によるもの 

 

横 

浜 

国 

立 

大 

学 

附属アジア経済社会研究センター  

附属臨海環境センター  

ＲＩ教育研究施設  

教育相談・支援総合センター  

附属鎌倉小学校  

附属横浜小学校  

附属鎌倉中学校  

附属横浜中学校  

附属特別支援学校  

附属教育デザインセンター  

附属高度理科教員養成センター  

野外教育実習施設  

 

産学官連携推進部門  

研究戦略推進部門  

企画推進部門  

基盤教育部門  

グローバルリーガルサポートセンター  
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９．学生の状況 

総学生数  ９，７５２人 

学士課程  ７，４１６人 

修士課程  １，８１４人 

博士課程    ４６４人 

専門職学位課程    ５８人 

 

 

１０．役員の状況 

役職 氏名 任期 経歴 

学 長 長谷部勇一 平成２７年４月１日 

～平成３１年３月３１日 

昭和 59 年 4 月  横浜国立大学経済学部助教授 

平成 8 年 4 月  横浜国立大学経済学部教授 

平成 15 年 4 月 

～平成 16 年 3 月 横浜国立大学学長補佐 

平成 16 年 4 月 

～平成 18 年 3 月  国立大学法人 

        横浜国立大学経済学部長 

平成 19 年 4 月   

～平成 21 年 3 月  国立大学法人 

         横浜国立大学情報基盤センタ

ー長 

平成 23 年 4 月    

～平成 25 年 3 月 国立大学法人 

横浜国立大学大学院国際社会

科学研究科長 

平成 25 年 4 月 

～平成 27 年 3 月 国立大学法人 

        横浜国立大学情報基盤センタ

ー長 

平成 27 年 4 月  国立大学法人 

        横浜国立大学長 

理 事 

（総務 

担当） 

大門 正克 平成２９年４月１日 

～平成３１年３月３１日 

昭和 57 年 4 月  一橋大学経済学部助手 

昭和 58 年 4 月  大月短期大学講師 

昭和 62 年 4 月  大月短期大学助教授 

平成 5 年 4 月  都留文科大学文学部助教授 

平成 6 年 10 月  都留文科大学文学部教授 

平成 13 年 4 月  横浜国立大学経済学部教授 

平成 20 年 4 月 

～平成 22 年 3 月 国立大学法人横浜国立大学 

               経済学部長 

平成 25 年 4 月  国立大学法人横浜国立大学 

                 大学院国際社会科学研究院 

教授 

平成 27 年 4 月  国立大学法人 

          横浜国立大学理事 
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理 事 

(研究・

評価 

担当) 

森下 信 平成２９年４月１日 

～平成３１年３月３１日 

昭和 58 年 4 月   豊橋技術科学大学開発センタ

ー助手 

昭和 60 年 4 月  豊橋技術科学大学工学部助手 

昭和 60 年 10 月 横浜国立大学工学部助教授 

平成 9 年 7 月  横浜国立大学工学部教授 

平成 13 年 4 月   横浜国立大学大学院環境情報 

研究院教授   

平成 18 年 4 月 

～平成 21 年 3 月 国立大学法人横浜国立大学 

        共同研究推進センター長 

平成 21 年 4 月   

～平成 23 年 3 月 横浜国立大学工学部主事 

平成 23 年 4 月 

～平成 27 年 3 月 国立大学法人横浜国立大学 

               大学院環境情報研究院長 

平成 27 年 4 月  国立大学法人 

          横浜国立大学理事 

理 事 

(国際 ･

地 域 ・

広報 

担当) 

中村 文彦 平成２９年４月１日 

～平成３１年３月３１日 

平成元年 4 月   東京大学工学部助手 

平成 4 年 4 月    

～平成 6 年 4 月 アジア工科大学助教授（タイ

国派遣） 

平成 7 年 4 月  横浜国立大学工学部助教授 

平成 13 年 4 月  横浜国立大学大学院環境情報 

研究院助教授 

平成 16 年 12 月 国立大学法人横浜国立大学 

大学院環境情報研究院教授 

平成 18 年 4 月  国立大学法人横浜国立大学 

大学院工学研究院教授 

平成 23 年 4 月  国立大学法人横浜国立大学 

大学院都市イノベーション 

研究院教授 

平成 25 年 4 月   

～平成 27 年 3 月 国立大学法人横浜国立大学 

大学院都市イノベーション 

研究院長 

平成 27 年 4 月   国立大学法人 

               横浜国立大学理事 

理 事 

(財務・

施設 

箱田 規雄 平成２９年４月１日 

～平成３１年３月３０日 

昭和 61 年 7 月 文部省 

平成 14 年 4 月 文部科学省大臣官房会計課国立

学校特別会計調査官 
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担当） 平成 21 年 4 月 同 会計課財務分析評価企画官 

平成 22 年 4 月 文化庁長官官房政策課会計室長 

平成 26 年 4 月 国立大学法人高知大学 

理事・事務局長 

平成 29 年 4 月  国立大学法人 

横浜国立大学理事・事務局長 

監 事 内野 淳子 平成２８年４月１日 

～平成３２年８月３１日 

昭和 56 年 4 月 労働省 

平成 9 年 7 月 同 大阪婦人（女性）少年室長 

平成 11 年 4 月 同 大臣官房総務課広報室長 

平成 12 年 7 月 内閣官房内閣調査官 

平成 13 年 1 月 同 内閣参事官 

平成 14 年 8 月 厚生労働省雇用均等・児童家庭

局短時間・在宅労働課長 

平成 16 年 7 月 岡山県副知事 

平成 18 年 7 月 独立行政法人労働政策研究・研

修機構労働大学校副校長 

平成 20 年 7 月 厚生労働省大臣官房統計情報部

企画課長 

平成 21 年 7 月 同 中央労働委員会事務局次長 

平成 23 年 7 月 内閣府経済社会総合研究所総括

政策研究官 

平成 25 年 7 月 厚生労働省中央労働委員会事務

局次長 

平成 27 年 10 月 独立行政法人高齢・障害・求職

者雇用支援機構障害者職業総

合センター研究主幹 

平成 28 年 4 月 国立大学法人 

       横浜国立大学監事 

監 事 佐藤 一雄 平成２８年４月１日 

～平成３２年８月３１日 

昭和 45 年   株式会社日立製作所中央研究所 

平成 4 年 2 月 株式会社日立製作所機械研究所 

平成 6 年 6 月  名古屋大学工学部教授 

平成 9 年 4 月  名古屋大学工学研究科教授 

平成 18 年 4 月 東京工業大学客員教授（兼任） 

平成 24 年 4 月 名古屋大学名誉教授 

愛知工業大学教授 

平成 26 年 4 月 国立大学法人 

横浜国立大学監事 

 

１１．教職員の状況 

教員 常勤６９９人（うち附属１２５人） 

     非常勤１，４２４人（うち附属５８人） 

  職員 常勤３００人（うち附属６人） 

     非常勤４４０人（うち附属２９人） 
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  （常勤教職員の状況）                          

常勤教職員は前年度比で１８人（１．８％）減少しており、平均年齢は４５．４歳（前

年度４４．８歳）となっている。このうち、国からの出向者は０人、地方公共団体から

の出向者０人、民間からの出向者は１人である。  

 

「Ⅲ 財務諸表の概要」 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

１．貸借対照表 

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf） 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

  建物 

   減価償却累計額等 

  構築物 

   減価償却累計額等 

  工具器具備品 

   減価償却累計額等     

その他の有形固定資産 

 その他の固定資産 

 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他の流動資産 

106,289 

104,934 

73,892 

38,110 

△17,078 

3,302 

△1,854 

10,025 

△8,386 

6,920 

1,355 

 

2,949 

2,722 

226 

固定負債 

 資産見返負債 

引当金 

  退職給付引当金 

  その他の引当金 

 その他の固定負債 

 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 その他の流動負債 

14,424 

9,600 

4 

1 

2 

4,819 

 

4,364 

87 

4,276 

負債合計 18,788 

純資産の部 金額 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

97,453 

97,453 

△7,462 

459 

純資産合計 90,451 

資産合計 109,239 負債純資産合計 109,239 
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２．損益計算書 

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf） 

（単位：百万円） 

 金額 

経常費用（A） 18,211 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

17,335 

1,945 

1,149 

293 

11,602 

2,344 

873 

2 

0 

経常収益(B) 18,383 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 その他の収益 

8,281 

5,836 

4,265 

臨時損益(C) △88 

目的積立金取崩額(D) 0 

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 83 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf） 

（単位：百万円）    

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 1,193 

 人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 その他の業務収入 

△12,096 

△4,161 

8,350 

5,567 

3,533 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △699 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △170 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) - 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 323 

Ⅵ資金期首残高(F) 1,989 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 2,312 
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４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf） 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務費用 8,897 

  損益計算書上の費用  

（控除）自己収入等 

18,321 

△9,423 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ損益外減価償却相当額 

Ⅲ損益外減損損失相当額 

Ⅳ損益外利息費用相当額 

Ⅴ損益外除売却差額相当額 

Ⅵ引当外賞与増加見積額 

Ⅶ引当外退職給付増加見積額 

Ⅷ機会費用 

Ⅸ（控除）国庫納付額 

 

1,092 

32 

0 

12 

10 

△107 

- 

- 

Ⅹ 国立大学法人等業務実施コスト 9,937 

 

５．財務情報 

（１）財務諸表に記載された事項の概要 

    ① 主要な財務データの分析 

      ア．貸借対照表関係 

      （資産合計） 

平成３０年度末現在の資産合計は、対前年度２，２６７百万円（２．１％）（以下、

特に断りがない限り対前年度比・合計）増の１０９，２３９百万円となっている。 

主な増加要因としては、負担付贈与による常盤台 IR の取得等により建物が２，７

１３百万円（７．７％）増の３８，１１０百万円になったこと、余裕資金の運用によ

る投資有価証券が１９０百万円（２０．７％）増の１，１１１百万円となったこと等

が挙げられる。 

また、主な減少要因としては、附属横浜小学校器具庫売却等による土地が５７百万

円（０．１％）減の７３，８９２百万円になったこと等が挙げられる。 

 

      （負債合計） 

平成３０年度末現在の負債合計は、対前年度３，２２１百万円（２０．７％）増の

１８，７８８百万円となっている。 

主な増加要因としては、常盤台 IR 取得による履行義務負債が２，８６４百万円（１

８３．２％）増の４，４２７百万円になったこと、平成３０年度開始のリース契約の

増加により長期未払金が３１９百万円（５９０．９％）増の３７３百万円になったこ

とが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、減価償却等により資産見返負債が１４百万円（０．

２％）減の９，６００百万円となったこと等が挙げられる。 
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      （純資産合計） 

平成３０年度末現在の純資産合計は、対前年度９５３百万円（１．０％）減の９０，

４５１百万円となっている。 

主な増加要因としては、施設整備費補助金を財源とした資産の取得等による資本剰

余金の９７百万円（０．９％）増が挙げられる。 

また、主な減少要因としては、出資及び譲与資産の減価償却、除却による資本剰余

金の減１，０５４百万円（６．１％）が挙げられる。 

 

      イ．損益計算書関係 

      （経常費用） 

平成３０年度の経常費用は１８６万円（１．０％）増の１８，２１１百万円となっ

ている。主な費目別増減は、教育経費が７６百万円（４．１％）増の１，９４５百万

円、研究経費が１６１百万円（１２．３％）減の１，１４９百万円、教育研究支援経

費が１０百万円（３．７％）増の２９３百万円、受託研究費が１７０百万円（１２．

２％）増の１，５７１百万円、共同研究費が８９百万円（１８．８％）増の５６５百

万円、人件費（役員・教員・職員）が８３百万円（０．７％）減の１１，６０２百万

円、一般管理費が１０７百万円（１４．１％）増の８７３百万円となっている。 

主な増加要因としては、職員人件費では退職者の増加に伴い退職給付費用が１０５

百万円の増、教育経費では常盤台 IR 取得に伴いその他雑費が９５百万円の増、教育

支援経費では事務局間接経費で電子ジャーナル利用料を支出したことにより賃借料

が６７百万円の増、受託研究経費では間接経費で教員人件費を支出したこと等により

５７百万円の増、一般管理費では施設整備費補助金で排水工事が行われたこと等によ

り修繕費が５７百万円の増等となっている。 

また、主な減少要因としては、研究経費では前年度は機械工学・材料棟の改修が行

われたため移設撤去費が１７４百万円の減、教育研究支援経費では平成３０年度中に

契約を終えたリース資産の除却による減価償却費の８５百万円の減等が挙げられる。 

 

      （経常収益） 

平成３０年度の経常収益は２５１百万円（１．４％）増の１８，３８３百万円とな

っている。 

主な増加要因としては、前年度に業務達成基準により繰り越していた基幹運営費交

付金の収益化等による運営費交付金収益の２５７百万円（３．２％）増、予算の新規

獲得増に努めたこと等により受託研究収益が１７４百万円（１２．４％）増、同じく

共同研究収益が９４百万円（１９．８％）増となっていること等が挙げられる。 

また、主な減少要因としては、前年度は機械工学・材料棟の改修が行われたため施

設費収益が１１８百万円（６０．８％）減、固定資産の取得増に伴い授業料収益が１

１６百万円（２．４％）減となったこと等が挙げられる。 

       

（当期総損益） 

上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損１０８百万円を計上して
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いる。臨時利益として固定資産除却損に対応する資産見返負債戻入２１百万円等を計

上した結果、平成３０年度当期総損益は２１百万円（２０．５％）減の８３百万円と

なっている。 

 

      ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

      （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成３０年度の業務活動によるキャッシュ・フローは３７３百万円（４５．５％）増の１，１

９３百万円となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金収入が２５６百万円（３．２％）増の８，３５０百万円

になったこと、共同研究収入が１６０百万円（３３．８％）増の６３５百万円になったこと、寄

附金収入が９１百万円（２１．０％）増の５２７百万円になったこと等が挙げられる。 

また、主な減少要因としては、その他の業務支出が７５百万円（１１．７％）増の△７２４百

万円になったこと、受託事業等収入が７２百万円（３０．３％）減の１６６百万円となったこと

等が挙げられる。 

 

      （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成３０年度の投資活動によるキャッシュ・フローは３６６百万円（１１０．２％）

減の△６９９百万円となっている。 

主な増加要因としては、定期預金の払い戻しによる収入が９４４百万円（５４．４％）

増の２，６８０百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、定期預金等への支出が１，１３０百万円（７３．９％）

増の△２，６６０万円となったこと、施設費による収入が６７４百万円（７３．５％）

減の２４２百万円になったこと等が挙げられる。 

 

      （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成３０年度の財務活動によるキャッシュ・フローは９百万円（５．７％）減の△

１７０百万円となっている。 

主な減少要因としては、ファイナンス・リース債務の返済による支出が９百万円（５．

７％）増の△１６８百万円が挙げられる。 

 

      エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

      （国立大学法人等業務実施コスト） 

平成３０年度の国立大学法人等業務実施コストは８８百万円（０．９％）増の９，

９３７百万円となっている。 

主な増加要因としては、引当外退職給付増加見積額が１４０百万円（５６．６％）

増の△１０７，５７１百万円となったこと、授業料収益が１１６百万円（２．４％）

減の４，８３２百万円になったこと等が挙げられる。 

また、主な減少要因としては、受託研究収益が１７４百万円（１２．４％）増の１，

５７３百万円となったこと、共同研究収益が９４百万円(１９．８％)増の５７０百万

円となったこと等が挙げられる。 
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(表) 主要財務データの経年表                   （単位：百万円） 

区分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

資産合計 110,747 109,343 107,649 106,971 109,239 

負債合計 17,057 16,485 15,798 15,567 18,788 

純資産合計 93,690 92,858 91,850 91,404 90,451 

経常費用 17,692 17,720 17,869 18,025 18,211 

経常収益 17,729 17,788 17,736 18,131 18,383 

当期総損益 34 280 54 104 83 

業務活動によるキャッシュ・フロー 995 728 626 820 1,193 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,303 △1,432 △844 △332 △699 

財務活動によるキャッシュ・フロー △144 △142 △157 △161 △170 

資金期末残高 2,885 2,039 1,663 1,989 2,312 

国立大学法人等業務実施コスト 10,625 10,427 10,200 9,769 9,937 

（内訳）      

  業務費用 9,317 9,037 8,847 8,705 8,897 

    うち損益計算書上の費用 17,711 17,756 17,885 18,052 18,321 

     うち自己収入 △8,393 △8,719 △9,038 △9,346 △9,423 

損益外減価償却相当額 1,242 1,165 1,161 1,109 1,092 

損益外減損損失相当額 - - - 54 32 

損益外有価証券損益相当額（確定） - - - - - 

損益外有価証券損益相当額（その他） - - - - - 

損益外利息費用相当額 0 0 0 0 0 

損益外除売却差額相当額 34 37 1 97 12 

 引当外賞与増加見積額 26 4 18 10 10 

 引当外退職給付増加見積額 △365 181 113 △247 △107 

 機会費用 369 - 59 40 - 

 （控除）国庫納付額 - - - - - 

     

    ② セグメントの経年比較・分析 

ア．業務損益 

大学セグメントの業務損益は９６百万円増の１，５８５百万円となっている。受託研究収益が

１７４百万円増となったこと、研究経費が１６１百万円減となったこと等が主な要因である。 

附属学校セグメントの業務損益は１０百万円増の△４７４百万円となっている。運営費交付金

収益が３７百万円増となったこと、人件費が２７百万円増となったこと等が主な要因である。 

法人共通セグメントの業務損益は４２百万円減の△９３９百万円となっている。教育経費の１

２１百万円増をはじめとした、業務費が１６５百万円増になったことが主な要因である。 
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 (表) 業務損益の経年表                                            (単位：百万円) 

区分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

大学 1,543 1,481 1,383 1,488 1,585 

附属学校 △522 △488 △483 △484 △474 

法人共通 △983 △924 △1,032 △897 △939 

合計 37 67 △132 106 171 

 
イ．帰属資産 

大学セグメントの総資産は１,４９８百万円減の１９，７７４百万円となっている。
これは、建物について取得による増加額１２８百万円よりも減価償却等の減少額が７
１５百万円と上回ったこと、及び平塚教場の管理部局変更に伴うセグメント変更によ
る減少額１，３０９百万円等が主な要因である。 

附属学校セグメントの総資産は１８２百万円減の２０，３９２百万円となっている。
これは建物について取得による増加額８百万円よりも減価償却等による減少額が９
８百万円と上回ったこと等が主な要因である。 

法人共通セグメントの総資産は３,９４８百万円増の６９，０７１百万円となって
いる。これは常盤台 IR 取得による増加額２，８２９百万円、平塚教場の管理部局変
更に伴うセグメント変更による増加額１,３０９百万円等が主な要因である。 

 

 (表) 帰属資産の経年表                           (単位：百万円) 

区分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

大学 22,718 22,322 21,522 21,273 19,774 

附属学校 20,845 20,768 20,676 20,575 20,392 

法人共通 67,184 66,252 65,450 65,122 69,071 

合計 110,747 109,343 107,649 106,971 109,239 

 

    ③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

当期総利益８３，３６２，７７２円のうち中期計画の使途において定めた安全で安

心な教育研究活動を推進するための基盤的整備・充実及び戦略的な大学改革に必要と

なる業務運営の改善に充てるため、８３，３６２，７７２円を目的積立金として申請

している。 

 

（２）重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

・常盤台団地構内排水管（改修）：総額１６６百万円（うち当事業年度執行額１２４百

万円） 

・大学院工学研究棟エレベーター（改修）：総額２１百万円 

・生物・電情棟エレベーター（改修）：総額１７百万円 

・経済学部１号館エレベーター（改修）：総額１７百万円 

・教育学部講義棟８号館（改修）：総額３７百万円 

・常盤台インターナショナルレジデンス：負担付贈与 

 

    ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

・教育学部講義棟６号館（改修）：総額２１６百万円（うち当事業年度執行額８５百万

円） 
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・総合研究棟Ｓ棟空調設備（改修）：総額７１百万円（うち当事業年度執行額２５百万

円） 

・総合研究棟Ｗ棟空調設備（改修）：総額７０百万円（うち当事業年度執行額３３百万

円） 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

・附属横浜小学校器具庫の土地の売却（取得価格８１百万円） 

 

    ④ 当事業年度において担保に供した施設等 

    該当無し 

 

（３）予算及び決算の概要 

                            (単位：百万円) 

区分 

 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 17,922 18,702 17,019 17,911 15,747 17,285 16,898 18,053 16,307 17,965  

運営費交付金収入 

補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

8,542 

850 

5,739 

－  

2,790 

8,599 

979 

5,654 

－  

3,468 

8,213 

417 

5,662 

- 

2,727 

8,317 

519 

5,585 

- 

3,488 

7,853 

147 

5,588 

- 

2,157 

7,934 

322 

5,583 

- 

3,444 

8,030 

134 

5,552 

- 

3,182 

8,101 

205 

5,592 

- 

4,155 

8,241 

74 

5,508 

- 

2,483 

8,414 

191 

5,567 

- 

3,791 

そ の 他 収 入 の

差 額 は 産 学 連

携 等 収 入 の 増  

支出 17,922 17,581 17,019 17,421 15,747 17,116 16,898 17,694 16,307 17,493  

教育研究経費 

  診療経費 

一般管理費 

補助金等 

その他支出 

14,726 

－  

－  

850 

2,346 

14,271 

－  

－  

958 

2,351 

14,322 

- 

- 

417 

2,280 

14,459 

- 

- 

501 

2,460 

13,536 

- 

- 

147 

2,062 

14,184 

- 

- 

278 

2,653 

13,768 

- 

- 

134 

2,996 

13,957 

- 

- 

215 

3,522 

13,986 

- 

- 

74 

2,246 

14,314 

- 

- 

182 

2,996 

そ の 他 支 出 の

差 額 は 産 学 連

携 等 支 出 の 増  

収入―支出 －  1,120 - 490 - 169 - 359 - 472  

  

「Ⅳ 事業に関する説明」 

（１） 財源構造の概略等  

 本学の経常収益は１８，３８３百万円で、その内訳は、運営費交付金収益８，２８１百万

円（４５.１％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料収益４，８３２百万円（２６．３％）、受託研究

収益１，５７３百万円（８．６％）、共同研究収益５７０百万円（３．１％）、その他収益３，１

２５百万円（１７．０％）となっている。 

 

（２） 財務データ等と関連付けた事業説明 

ア．大学セグメント   

横浜国立大学は、第３期中期目標・中期計画期間の方向性として、本学の伝統的な強みと

特色により教育研究機能を更に充実・強化し、国際都市横浜発のグローバルな貢献を成し得

る国立大学として、その責務を一層果たしていくことを目指している。 

平成３０年度の主な取組は、次のとおりである。 
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（教育） 

・大学院の教育改革「YNU プロジェクト G」 

２１世紀のグローバル新時代に求められる広い専門性を持った実践的人材を育成するた

め、全学一体の教育組織改編（YNU プロジェクト）を実施し、本学では５０年ぶりの新学部

となる「都市科学部」の設置をはじめ、既存の全４学部においても組織改編を行い、平成２

９年度から新たな学部教育を開始した。 

引き続き、「YNU プロジェクト」の第２弾として、大学院の教育改革「YNU プロジェクト G

（YNU Project for Graduate Schools）」を計画し、平成３０年度に理工学府を設置して環

境情報学府は組織改編を行い、新たな体制で開始した。理工学部及び都市科学部で育成する

人材の受け皿となる体制を構築するとともに、第三次産業を含む多様な業界で新しい価値の

創造や技術革新を導く付加価値の高い人材育成機能を強化した。 

・グローバル化への対応 

平成３０年度よりグローバルスタディズ副専攻（日本の歴史・文化・社会の理解を土台と

し、インタラクティブな学修活動や海外での実践的な学びを通して、異文化間協働能力に優

れた人材育成を目的とするプログラム）を開始した。副専攻を構成する世界事情科目は８科

目開講し、履修状況については、第３期中期計画初年度である平成２８年度の９５名から、

１３５名に増加した。 

 

（研究） 

・リスク共生学の確立と充実 

先端科学高等研究院では、第一フェーズ活動結果の評価を踏まえ、研究テーマの取捨選択

及び追加を行い、第二フェーズとして３つの研究群（サイバー・ハードウェアセキュリティ

研究群、インフラストラクチャリスク研究群、社会価値イノベーション研究群）とその配下

の８つの研究ユニットに再編した。特に文理融合を促すために、社会価値イノベーション研

究群を新設し、新たな社会価値を創造する共創の方法や動学的側面から、組織内外にわたる

知識や技術の移転・共有のメカニズムの解明を目指す、共創革新ダイナミクス研究ユニット

を配置した。 

 

（社会連携・その他） 

・横浜市立大学と相互協力・連携協定締結 

平成３１年２月に、学術研究、教育等における相互協力、連携体制を構築することを目的

として、横浜市立大学と「相互協力・連携協定書」を締結した。 産学連携や研究推進に関す

る情報交換、 産学連携や研究推進に関する情報交換、横浜市立大学医学部及び本学理工学

部の連携（交換講義の実施）等協力・連携に努めることとした。 

また、「連携推進会議」（委員構成：学長・副学長・部局長・事務局長等）を設置し、両大

学の事業協力に必要な事項について協議等を進めていくこととした。 

・ダイバーシティ連携協議会の発足 

文部科学省補助事業「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）」採択を機

に、平成３０年１２月に共同実施企業をはじめ、地域の機関と協働する「ダイバーシティ連

携協議会」を発足した。協議会を中心とした共同研究、ワーク・ライフ・バランスに配慮し
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た環境整備、次世代の研究者・技術者の育成に取り組むこととしており、平成３１年３月に

はキックオフシンポジウムを開催し、企業関係者を中心に約１００名が参加した。 

 

大学セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益６，２０５百万円（４０．

５％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益５，８３０百万円

（３８．０％）、受託研究収益１，５７３百万円（１０．３％）、共同研究収益５７０百万円

（３．７％）、その他収益１，１４３百万円（７．５％）となっている。また、事業に要した

経費は、教育経費１，１３３百万円、研究経費１，１４０百万円、人件費８，６７４百万円、

一般管理費１９７百万円、その他費用が２，５９１百万円となっている。 

 

イ．附属学校セグメント 

本学教育学部は小学校２校、中学校２校、特別支援学校１校の附属学校を有している。こ

れら附属学校では、地域や教育委員会と連携しつつ、教育実習、教育インターン等の各種実

習科目や共同研究の充実を図るとともに、地域と教育課題を共有し、小中高連携教育の研究

等を通して、神奈川県における初等・中等・特別支援教育の先導的役割とその発信拠点・交

流拠点としての活動を強化することを目指している。 

平成３０年度の主な取組は、次のとおりである。 

・教育課題への対応 

平成３０年８月に神奈川県・横浜市・川崎市・相模原市・横須賀市教育委員会との連携協

議会を実施し、地域連携について現状報告と課題の確認を行った。１０月に神奈川県教育委

員会と教育懇談会を実施し、附属学校を含めた連携について協議した。 

また、教職大学院諮問会議内に専門委員会として教員研修の高度化検討委員会を新設し、

教員研修における教育委員会と大学の新たな連携の在り方について議論を開始した。委員会

では地域の教育課題に対応するための教員研修の在り方について、具体的かつ詳細な意見交

換がなされ、平成３１年度に各教育委員会から要望があった全県指導主事講習の選択研修の

実施を決定した。 

 

附属セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益８３６百万円（８９．８％)、 

寄附金収益３８百万円（４．２％）、その他収益５５百万円（６．０％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費１７５百万円、人件費１，２２５百万円、その他費

用が４百万円となっている。 

 

ウ．法人共通セグメント 

本学の伝統的な強みと特色を十分に発揮し、ミッションを的確に実行するため、学長のリ

ーダーシップの下、全ての教職員がビジョンを共有して大学改革への主体的参画を高め、自

己変革により研究、教育、地域貢献、社会貢献の機能を最大化できるガバナンス体制を構築

するとともに、グローバル時代の諸課題の解明に向けた実践的学術の国際拠点を目指すべ

く、資源の戦略的・機動的な活用による全学一体の大学改革を不断に実行することを基本目

標としている。 

平成３０年度の主な取組は、次のとおりである。 
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（業務運営の改善及び効率化） 

・ガバナンス強化に関する取組 

平成３０年４月から、全学検討組織である３つの会議と法定会議前に審議していた「役

員・部局長合同会議」を廃止し、新たに「経営戦略会議」と「大学運営会議」を設置し、

大学経営と大学運営に関する事項を明確に整理し、より深い議論を行うことでガバナンス

を強化した。 

・教員業績評価の導入  

公平性と透明性に裏打ちされた教員業績評価の仕組みを構築し、その結果を適切に処遇

へ反映させることで教員の意欲を高め、教育研究活動を一段と活性化させていくことを目

的として、平成３１年度から教員業績評価を実施することを決定した。平成３１年３月に

「横浜国立大学における教員業績評価大綱」及び「教員業績評価実施要綱」を制定し、実

施体制を整備した。  

・事務組織体制の整備  

安全衛生業務を見直し、平成３０年４月に施設部に環境安全係を新設して一元的な対応

を可能とした。  

・業務の効率化・合理化  

平成３０年度から勤怠管理システムを導入し、適正な勤怠管理を行うとともに、休暇管

理や月末の勤務時間報告の作業労力を大幅に削減した。  

 

（財務内容の改善） 

・寄附の受け入れ促進 

学長戦略ビジョンである「YNU アクションプラン」に掲げている教育研究の充実及び地域

貢献を実行することを目的として、基金趣意書簡易版を作成し、目標金額や実施事業等の詳

細を掲載した。学生支援の強化、若手研究者への支援の強化、グローバルもローカルも対応

できる人材の育成強化を呼びかけ、卒業生からの支援を受けることを目的として、発信を行

った。 

 

（自己点検・評価及び情報提供）  

・大学研究情報分析を担当する研究力分析の強化  

本学の教育研究活動を効率的に把握し、より精緻な分析活動を行う体制を整えることを目

的として、大学研究情報分析室にて外部学術情報文献データベースの収録情報において集約

化を図り、部局、分野に応じた研究成果の発表状況の把握をし、教育研究活動データベース

等を活用したデータの分析を実施した。外部の文献データベースを元にした、被引用数トッ

プパーセンタイル情報を部局に提供した。  

・教育・研究成果の発信力を強化  

中期的視点に立った広報戦略に基づき、年度の活動計画を策定した上で広報発信を行っ

た。広報誌やウェブサイトに加えて、新聞広告や雑誌を通しての発信を行ったほか、より分

かりやすく伝えるコンテンツとして動画コンテンツの充実を重点的に行った。  

研究推進機構広報担当 URA と連携・協力し、プレスリリース等の研究発信の強化を図っ

た。研究プレスリリース数としては、昨年度の２２件から２７件となっており、昨年度を上
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回るペースで件数が伸びている。  

 

法人共通セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益１，２３９百万円

（５８．２％）、雑益５３７百万円（２５．３％）、補助金収益９１百万円（４．３％）、そ

の他収益２６０百万円（１２．２％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経

費６３６百万円、研究経費９百万円、人件費１，７０１百万円、一般管理費６７２百万

円、その他費用が４９百万円となっている。 

 

（３）課題と対処方針等 

教育研究の質の向上とそれを支える経営基盤の強化を実現すべく、種々の取組を進めて

いる。主な課題とその対応は、次のとおりである。 

・「グローバル新時代に求められる多様な視点を有する広い専門性を持った実践的人材（学

部）と高い応用力と発想力を有する高度専門職業人（大学院）の育成を推進する」ため、

平成３０年４月に「大学院教育強化推進センター」を発足し、教育開発・学修支援部門、

大学院 IR（Institutional Research）部門の２部門を設置した。大学院３ポリシーのう

ち、｢教育課程編成・実施の方針｣（カリキュラムポリシー）における教育課程の編成方法

に基づく副専攻プログラムを展開するにあたり、各種委員会等を開催し、各学府・研究科

との連携を高めた。横浜国立大学大学院学則にカリキュラムポリシーにおける教育課程の

実施方法に基づく科目ナンバリングに対応する大学院全学共通科目を制定し、また各セン

ター等教育研究施設を責任部局として授業科目を開講できることとし、大学院教育の強化

を推進した。 

・「地域の自治体、企業、大学等と積極的に連携しながら、グローバルな視座を有しローカ

ルな課題に対応できる人材を育成するとともに、公共性ある国立大学の責務として大学の

知を広く社会に還元し、課題解決の一翼を担うことを目指す」ため、平成３１年３月に本

学学長が発起人の一人となり、横浜イノベーション研究会を発足した。横浜・神奈川に立

脚する企業・各種団体と提携し、地域に新たな提案を行い、その実現に向けて協力するた

めに企業・各種団体とともに集い、活動する場とするとして設立したもので、(１)横浜国

立大学からの学術・技術情報の提供及び企業・各種団体と大学との交流、(２)共同研究及

び受託研究の実施、(３)人材育成での相互協力、(４)新規事業立上げ支援、(５)その他産

学連携活動のために必要な事業、の目的に沿って活動していく。 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

１．予算、収支計画及び資金計画 

  （１）予算 

    決算報告書参照 

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/kessan.pdf） 

 （２）収支計画 

    年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（https://www.ynu.ac.jp/about/project/current_year/pdf/nendokeiH30.pdf、 

 https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf） 
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 （３）資金計画 

  年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（https://www.ynu.ac.jp/about/project/current_year/pdf/nendokeiH30.pdf、 

 https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf） 

 

２．短期借入れの概要 

該当なし。 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

                                                                            （単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費

交付金

収益 

資産見

返運営

費交付

金 

資本 

剰余金 
小計 

28 年度 1 －  －  －  －  －  1 

29 年度 71 －  22 42 －  64 6 

30 年度 －  8,350 8,259 11 －  8,271 79 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①平成２８年度交付分 

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

 資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

 資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 
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国 立 大 学 法 人

会計基準第 78

第 ３ 項 に よ る

振替額 

 

－ 

該当なし 

合計  －  

 

②平成２９年度交付分 

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
15 

①業務達成基準を採用した事業等：基幹運営費交付

金分（教育研究環境の整備充実費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：15 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：建物 29、建物附属設備 12 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

基幹運営費交付金分については、計画に対して十

分な成果を上げたと認められることから、運営費交

付金債務 15 百万円を収益化。 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
42 

資本剰余金 － 

計 

58 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
6 

①費用進行基準を採用した事業等：特殊要因（一般

施設借料、PCB 廃棄物処理費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：6 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 6 百万

円を収益化。 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

6 

国 立 大 学 法 人

会計基準第 78

第 ３ 項 に よ る

振替額 

 

－ 

該当なし 

合計  64  

 

③平成３０年度交付分 

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
187 

①業務達成基準を採用した事業等：機能強化経費（プ

ロジェクト分 3 件、法人運営活性化支援分、若手人

材支援経費）、基幹運営費交付金分（教育研究環境の資 産 見 返 運 営 11 
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費交付金 整備充実費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：187 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：授業料収益 9、

共同研究収益 0 

 ウ)固定資産の取得額：建物附属設備 0（うち自己

収入取得分－）、教育研究用器具備品 9（うち自己

収入取得分－）、図書 0（うち自己収入取得分 0）、

ソフトウェア 2（うち自己収入取得分－） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

機能強化経費ついては、計画に対して十分な効果

を上げたと認められることから、運営費交付金債務

185 百万円を収益化。 

基幹運営費交付金分については、計画に対する成

果の達成度合い等を勘案し、運営費交付金債務 1 百

万円を収益化。 

資本剰余金 － 

計 

198 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
7,265 

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及

び費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：7,265 

 イ)自己収入に係る収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

学生在籍者数が一定数（収容定員の 90％）を下回

った学種における定員未充足者数相当分（4 百万円）

を除き、期間進行基準に係る運営費交付金債務を全

額収益化。 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

7,265 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
806 

①費用進行基準を採用した事業等：特殊要因（退職

手当、移転費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：806 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 806 百

万円を収益化。 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

806 

国 立 大 学 法 人

会計基準第 78

第 ３ 項 に よ る

振替額 

 

－ 

該当なし 

合計  8,271  

 

（３）運営費交付金債務残高の明細 

                                                                       （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

28 年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 
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期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 
1 

・学生収容定員未充足相当額（1 百万円）として繰り

越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫

返納する予定である。 

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

計 1  

29 年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 
2 

・学生収容定員未充足相当額（2 百万円）として繰り

越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫

返納する予定である。 

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

4 

・PCB 廃棄物処理費（4 百万円）の執行残であり、翌

事業年度以降に使用する予定である。 

計 6  

30 年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

74 

・基幹運営費交付金分（教育研究環境の整備充実事

業）については、平塚教場整備事業（40 百万円）、経

営学研究棟外空調機更新（9 百万円）、及び教育文化

ホール空調機更新およびトイレ改修（25 百万円）の事

業実施計画に基づき翌事業年度に成果を達成できる

見込みである。 

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 
4 

・学生収容定員未充足相当額（4 百万円）として繰り

越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫

返納する予定である。 

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

計 79  
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（別紙） 

■財務諸表の科目 

  １．貸借対照表 

有 形 固 定 資 産 ：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有

形の固定資産。 

減 価 償 却 累 計 額 等 ：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産 ：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

そ の 他 の 固 定 資 産 ：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が

該当。 

現 金 及 び 預 金 ：現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）と預金（普通預金、当座預

金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

そ の 他 の 流 動 資 産 ：未収入金、有価証券等が該当。 

資 産 見 返 負 債 ：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸

借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振

り替える。計上された資産見返負債については、当該償却資産の減価

償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益

科目）に振り替える。 

引 当 金 ：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上

するもの。退職給付引当金等が該当。 

そ の 他 の 固 定 負 債 ：資産除去債務、長期未払金等が該当。 

運 営 費 交 付 金 債 務 ：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

そ の 他 の 流 動 負 債 ：預り科学研究費補助金等、寄附金債務、前受受託研究費、前受共同研   

究費、前受受託事業費等、預り金、未払金、未払消費税等、賞与引当   

金が該当。 

政 府 出 資 金 ：国からの出資相当額。 

資 本 剰 余 金 ：国から交付された施設費等により取得した資産（建物等）等の相当

額。 

利 益 剰 余 金 ：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。前中期

目標期間繰越積立金、目的積立金、積立金が該当。 

   

  ２．損益計算書 

業 務 費 ：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教 育 経 費 ：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経

費。 

研 究 経 費 ：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教 育 研 究 支 援 経 費 ：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人

全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又

は組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する

経費。 

人 件 費 ：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経
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費。 

そ の 他 の 業 務 費 ：受託研究費、共同研究費、受託事業費等、一般管理費が該当。 

財 務 費 用 ：支払利息、為替差損が該当。 

雑 損 ：返還金等が該当。 

運 営 費 交 付 金 収 益 ：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学 生 納 付 金 収 益 ：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

そ の 他 の 収 益 ：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益、施設費収益等。 

資 産 見 返 負 債 戻 入 ：取得時に資産見返負債が計上される償却資産について減価償却費が

計上される都度、当該資産見返負債から同額振り替えられる収益。 

財 務 収 益 ：受取利息、有価証券利息、為替差益等。 

臨 時 損 益 ：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目 的 積 立 金 取 崩 額 ：目的積立金から取り崩しを行った額。 

         

  ３．キャッシュ・フロー計算書 

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費

交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の

収支状況を表す。 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向け

た運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況

を表す。 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済

による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況

を表す。 

資 金 に 係 る 換 算 差 額 ：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

     

  ４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト ：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により負

担すべきコスト。 

業 務 費 用 ：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から

学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損 益 外 減 価 償 却 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産の減価償却費相当額。 

損 益 外 減 損 損 失 相 当 額 ：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわら

ず生じた減損損失相当額。 

損 益 外 利 息 費 用 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損 益 外 除 売 却 差 額 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引 当 外 賞 与 増 加 見 積 額 ：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞

与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上
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（当事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照

表に注記）。 

引 当 外 退 職 給 付 増 加 見 積 額 ：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる

場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対

照表に注記）。 

機 会 費 用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸

した場合の本来負担すべき金額等。 
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